
 1 

宇宙輸送システム（国家基幹技術） 

 

１．研究開発の概要 

（１）名称 

課題名 ：宇宙輸送システム 

担当課室：文部科学省研究開発局宇宙開発利用課 

 

（２）期間 

    開始年度：平成１８年度～ 

※各個別プロジェクトの開始は以下のとおり。 

・Ｈ-ⅡＡロケットについては、平成８年度～ 

・Ｈ-ⅡＢロケットについては、平成１３年度～ 

・宇宙ステーション補給機（以下、ＨＴＶ）については、平成９年度～ 

世界最高水準の基幹ロケットの確立・維持と将来の基本的なニーズに対応で

きる自律的な技術基盤の保持を目指し、Ｈ－ⅡＡロケットについては、平成２

２度までに継続的な打上げにより実績を積み、世界トップレベルの打上げ成功

率を達成する。Ｈ－ⅡＢロケット及びＨＴＶについては、国際宇宙ステーショ

ン計画の動向を踏まえつつ、平成２０年度の試験機及び実証機打上げに向けて

着実に開発を行う。 

 

（３）投入資金 

①平成１８年度予算額：２５５億円（前年度予算額 １３４億円） 

・Ｈ-ⅡＡロケットについては、１２２億円（４３億円） 

・Ｈ-ⅡＢロケットについては、 ３８億円（３８億円） 

・ＨＴＶについては、      ９５億円（５２億円） 

    

 ②総事業費： 約２，４００億円（第３期科学技術基本計画中の国費のみ） 

        

 ③民間資金： 約７６億円（Ｈ-ⅡＢロケット開発における民間負担分） 

Ｈ－ⅡＢロケットは、官民が共同で開発を行うこととし、民間の主体性・責

任を重視した開発プロセスを採用している。 

  

（４）目的  

①背景、目指す方向 

○総合的な安全保障等のための基盤の維持 

我が国が必要な時に、独自に災害監視や情報収集等のための人工衛星等を宇

宙空間に打上げる能力を確保･維持することは、我が国の総合的な安全保障や

国際社会における我が国の自律性を維持する上で必要不可欠。 

○我が国の技術力の象徴として推進 ～産業や社会の発展に貢献～ 

ロケット等の宇宙輸送システム技術は、宇宙開発利用に必要とされる技術と

して、様々な先端技術を結集、統合した上に成り立つ代表的な巨大システム技
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術であり、国の技術の総合力を示す象徴である。その技術力の向上活動自体が

広範な分野における技術にブレークスルーをもたらし、これらを通じた幅広い

技術革新が起こり、最終的に産業の高度化や経済社会の発展に繋がる。 

○国際協力プロジェクトにおける我が国の義務の履行、イニシアチブの獲得 

我が国が国際協定を締結して参画している国際宇宙ステーション計画にお

いては、共通システム運用経費（ＣＳＯＣ）を補給物資量に換算して国際パー

トナー間でそれぞれの応分を負担する約束となっており、我が国として国際宇

宙ステーションへ物資の輸送を行う義務がある。 

我が国が独自に開発している宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ）は、ロシア

のプログレスや欧州で開発中のＡＴＶと並ぶ国際宇宙ステーションへの補給

機であるが、大きな接続ポート径かつ曝露部を有していることから、スペース

シャトル以外に国際宇宙ステーションへ大型の実験装置や船外実験装置を輸

送できる現在世界で唯一の輸送機であり、特に２０１０年にシャトルが引退し

た後は国際宇宙ステーション計画の継続に不可欠なものである。 

ＨＴＶとその打上げ用ロケットであるＨ-ⅡＢロケットを確実に開発するこ

とにより、国際宇宙ステーション計画における義務の履行のみならず、宇宙活

動分野全般において我が国のイニシアチブの獲得への貢献が期待できる。 

 

 ②宇宙輸送システムの長期戦略 

政府における宇宙開発利用の長期的な戦略としては、総合科学技術会議が平成

１６年９月に策定した「我が国における宇宙開発利用の基本戦略」及び宇宙開発

委員会の議決を経て文部科学省、総務省、国土交通省が平成１５年９月に策定し

た「宇宙開発に関する長期的な計画」などがある。これらの報告書は、今後１０

年程度を対象とした宇宙開発利用の基本戦略として策定されたものであり、「宇

宙輸送システム」に関して以下のように位置付けられている。 

 

【我が国における宇宙開発利用の基本戦略】 

○「我が国は人工衛星と宇宙輸送システムを必要な時に、独自に宇宙空間に打

ち上げる能力を将来にわたって維持することを、我が国の宇宙開発利用の基

本方針とする。」（２．（３）方針） 

○「宇宙輸送システム技術」を「我が国の比較優位性を確保」、「我が国の自律

性の維持」及び「経済社会への広範な波及効果」といった基幹技術の条件に

該当するものとして、最重点分野と位置づけている。（３．（１）基幹技術と

重点化戦略及び別紙） 

○「我が国が必要な時に、独自に宇宙空間に必要な人工衛星などを打ち上げる

能力を有することは我が国の安全保障上、不可欠である。」（３．（２）安全

保障・危機管理） 

 

【宇宙開発に関する長期的な計画】 

○「Ｈ－ⅡＡロケットを我が国の基幹輸送手段として定常的に運用する。」 

（３．（２）ⅰ）当面の宇宙輸送需要に応えるロケット） 

○「国際宇宙ステーションの補給・運用に欠かせないＨＴＶの運用については、

ＪＥＭへの補給スケジュール及び輸送コストに整合した輸送システムが必要
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であり、このためにはＨ－ⅡＡロケットの輸送能力向上が必要となる。」 

（３．（２）ⅰ）当面の宇宙輸送需要に応えるロケット） 

 

③基本計画等における位置付け（別添） 

  ■「第３期科学技術基本計画」（平成１８年３月２８日 閣議決定） 

 ■「分野別推進戦略」（平成１８年３月２８日 総合科学技術会議） 

■「我が国における宇宙開発利用の基本戦略」 

（平成１６年９月９日 総合科学技術会議） 

■「宇宙開発に関する長期的な計画」 

（平成１５年９月１日 総務大臣、文部科学大臣、国土交通大臣） 

■「独立行政法人宇宙航空研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標

（中期目標）」 

（平成１５年１０月１日 総務大臣、文部科学大臣、国土交通大臣） 

 

④宇宙分野における他の研究開発と宇宙輸送システムとの関係 

宇宙輸送システムは、我が国の外交・防衛等の安全保障等のために必要不可欠

な画像情報を取得する情報収集衛星や自然災害の予防や危機管理に有効な情報

を取得する気象衛星、地球観測衛星、さらに災害時などにおける位置情報として、

安全保障・危機管理上有益な情報を取得する測位衛星などを確実に軌道上に運ぶ

ために必要なインフラであり、我が国が宇宙輸送システムを必要な時に､独自に

宇宙空間に打上げる能力を将来にわたって維持することは、宇宙開発利用の基本

方針である｡ 

なお、「地球観測の推進戦略」（平成１６年９月 総合科学技術会議）において

も、地球観測衛星は、地球観測プラットフォームの構築において必要な観測基盤

とされており、これらの国として重要な衛星等を確実に打上げるためにもＨ－Ⅱ

Ａロケットをはじめとする宇宙輸送システムは必要不可欠である。 

 また、ＨＴＶとＨ-ⅡＢロケットは、「民生用国際宇宙基地のための協力に関す

る政府の間の協定」の第１２条輸送において規定されている、「日本国のＨ-Ⅱを

利用することにより、宇宙基地のための打上げ及び回収の輸送業務を利用可能に

する」ものと位置づけられ、①で述べたように、ＨＴＶのＨ-ⅡＢロケット打上

げによる国際宇宙ステーションへの物資輸送システムは、国際宇宙ステーション

計画の継続に不可欠である。 

 

（５）目標 

   宇宙開発利用活動の基本は、我が国が必要な時に、独自に必要な人工衛星等を

宇宙空間に打上げる能力を確保することであり、そのために我が国が独自に打上

げを行うためのロケットは不可欠な手段である。 

   ロケットの適切な打上げ機会の確保により、信頼性の向上とコスト低減を目指

すとともに、世界最高水準の基幹ロケットの確立・維持、将来の基本的なニーズ

に対応できる自律的な技術基盤を保持し、自律的な宇宙輸送システムの確立を目

指す。 

    

 （Ｈ－ⅡＡロケット） 
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我が国の基幹ロケットであるＨ－ⅡＡロケットについては、今後も継続的に打

上げ、実績を積み、世界水準を上回る信頼性を確立する。 

  ２０１０年度までに継続的な打上げにより実績を積み、世界のロケットの初期

運用段階（２０機程度）における平均的打上げ成功率８０％程度を大きく超える

９０％（２０機以上打上げ実績において）を達成する。 

 （Ｈ－ⅡＢロケット） 

Ｈ－ⅡＢロケットについては、２００８年度のＨＴＶ実証機打上げとその後の

継続的な運用や我が国の基幹ロケット開発能力の維持、国際競争力の確保に向け、

開発を集中的に進める。 

  ２００８年度までに、静止遷移軌道への衛星（約８トン）の打上げやＨＴＶの

打上げを可能とするロケットを開発・運用し、国際宇宙ステーションへの継続的

な物資補給を通じ、Ｈ－ⅡＡとともに、我が国の基幹ロケットであるＨ－ⅡＢロ

ケットを、世界最高水準のロケットとして確立する。 

 （宇宙ステーション補給機） 

ＨＴＶにより、日本の実験棟「きぼう」が打上がった後の国際宇宙ステーショ

ン（ＩＳＳ）への物資補給に関する我が国の義務を果たし、ＩＳＳへの我が国独

自の補給手段を確保するとともに、軌道間輸送技術を確立する。 

  ２００８年度までに、国際宇宙ステーションへの我が国独自の補給機（ＨＴＶ）

を開発し、自律性のある輸送手段として着実な運用を行う。 

 

（６）内容 

   我が国が必要な時に、独自に宇宙空間に必要な人工衛星等を打上げる能力を確

保・維持するための宇宙輸送システムは、我が国の総合的な安全保障の確保や国

際社会における我が国の自律性を維持する上で不可欠であり、その信頼性の確立

等のため、以下の研究開発等を、一体的に推進する。 

 

①Ｈ-ⅡＡロケットの開発・製作・打上げ 

Ｈ-ⅡＡロケットについては、現在、民間の効率的かつ迅速な経営手法による

コスト低減対策、製造責任の一元化による品質向上及び活力強化を行い、国際競

争力の確保を図るため、三菱重工業（株）への技術移転を進めている。平成１９

年度には、Ｈ－ⅡＡロケットを用いた民間主体による初めての衛星打上げ輸送サ

ービスが行われる予定である。 

②Ｈ-ⅡＢロケット（Ｈ-ⅡＡロケット能力向上型） 

Ｈ-ⅡＢロケット開発について、ＨＴＶの確実な打上げ・運用を主なミッショ

ンとしつつ、複数衛星同時打上げによる低価格化という国際競争力確保の視点も

含めて、民間の主体性を重視した官民共同により開発を行っている。官（ＪＡＸ

Ａ）は、基本設計やリスクの高い開発試験等を行い、民（三菱重工業(株)）は、

詳細設計以降の開発・製造やシステムインテグレーションを行う。 

③宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ） 

国際宇宙ステーションの運用においては、共通システム運用経費（ＣＳＯＣ）

を補給物資量に換算して国際パートナー間でそれぞれ応分の負担を負っている。

ＨＴＶは、我が国が宇宙先進国として、この義務負担を確実に履行するための物
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資輸送手段である。ＨＴＶ開発においては、実績のあるスペースシャトルの共通

機器や宇宙ステーションの共通機器を多く採用することにより、新規開発要素を

極力減らしており、ＩＳＳへの無人ランデブー技術についてはＥＴＳ-Ⅶ衛星に

よる実証経験を活用することにより、リスクの低減に努めた確実な開発を行って

いる。 

 

（７）体制 

 国家基幹技術であるこれらの重要なプロジェクトの推進に当たっては、文部科

学省がプロジェクト全体の実施状況の把握・管理、予算措置を行い、実施主体と

しては、宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）が一元的な開発体制の下、実際のプ

ロジェクトの計画の策定、実施を行う。 

ＪＡＸＡにおいては、Ｈ－ⅡＡ及びＨ－ⅡＢロケットについては宇宙基幹シス

テム本部にて開発計画を管理しており、Ｈ-ⅡＡの技術のＨ-ⅡＢ開発への展開が

着実に図られている。また、宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ）については、理

事長と直結したＨＴＶ開発チームにより開発計画が管理され、さらに理事長を議

長とするＨＴＶ統括会議によりＩＳＳ計画を踏まえたＨＴＶとその打上げロケッ

トであるＨ-ⅡＢの開発スケジュールとの整合性を確保しつつ、それぞれのプロジ

ェクトを推進している。 

① Ｈ－ⅡＡロケットの開発・製作・打上げ 
平成１６年６月の宇宙開発委員会特別会合の提言等を踏まえ、ＪＡＸＡと製

造企業の間で役割・責任を見直し、製造企業が能力に見合った役割・責任を負

って「一元的に全体をとりまとめる体制（プライム体制）」への移行について、

プライム会社の選定およびプライム会社との間での基本協定の締結、同体制を

前提としたＨ－ⅡＡロケットの調達契約を締結する等、着実に進めているとこ

ろである。民間への技術移管後の運用体制において、ＪＡＸＡは民間が製造し

たロケットの打上げの安全を確保するための業務を実施し、民間は更なる営業

と販売力の強化、コストダウン活動の継続により、幅広く国内外のユーザから

衛星打上げ輸送サービスの受注の獲得に努める。また、宇宙開発委員会は、打

上げ実施にあたり安全評価を実施する。 

② Ｈ-ⅡＢロケット 
製造に責任を持つプライム会社をあらかじめ選定し、官民共同開発によるシ

ステム設計を行った上で、製造に関する詳細設計についてはプライム会社が責

任を担うことにより、ＪＡＸＡと製造企業との間の開発責任体制の明確化を図

っている。プライム制におけるＪＡＸＡと製造企業との役割・責任分担は、Ｊ

ＡＸＡは計画段階から基本設計まで、製造企業は詳細設計から製造までとなっ

ている。プライム体制を取り入れた役割・責任分担によりＪＡＸＡは我が国に

おける宇宙開発の中核機関として、開発に関する役割・業務に能力、資源を集

中できるため、基本設計自体のシステム信頼性や技術水準の向上が期待できる。 

なお、Ｈ-ⅡＢロケットの開発は、ＨＴＶの開発と整合性を確保しつつ推進で

きる体制を整備している。 

③ ＨＴＶ 
ＨＴＶは国際約束により実施するプロジェクトであり、国が責任を持って実
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施する体制を構築している。 

ＨＴＶは開発要素が多いことから、開発はＪＡＸＡが主体となって、米国Ｎ

ＡＳＡとの技術調整を行いつつ、確実に進めている。開発が完了した後は、プ

ライム会社を選定して製造体制を一元化することを検討している。 

 

評価体制については、宇宙開発委員会、ＪＡＸＡ、文部科学省独立行政法人評

価委員会により構成する評価システムが構築されている。 

宇宙開発委員会には、推進部会を設置し、「国の研究開発評価に関する大綱的

指針」（平成１７年３月２９日 内閣総理大臣決定）を踏まえて策定した「宇宙

開発に関するプロジェクトの評価指針」（平成１７年１０月３日 宇宙開発委員会 

推進部会）に基づき、各プロジェクトについて、適時、評価を実施している。さ

らに、開発の体制面についても、平成１６年度の特別会合において、製造企業を

含めたＪＡＸＡの業務の進め方及び体制についての提言をとりまとめ、適時フォ

ローアップを行っている。なお、ロケットの打上げ時には、安全部会においてロ

ケット等の安全評価を実施し、打上げに係る人命・財産の安全確保を図っている。 

ＪＡＸＡにおいては、ミッションを達成するための技術的な見地から、研究・

開発・運用の各段階において技術審査を実施している。 

また、毎年度７月～８月にかけて文部科学省独立行政法人評価委員会科学技

術・学術分科会宇宙航空研究開発機構部会において、独立行政法人が担う業務の

公共性及び透明な業務運営の確保の観点から、各年度の業務実績評価を行ってい

る。 

 

（８）研究者 

  ①Ｈ-ⅡＡプロジェクト（Ｈ-ⅡＢプロジェクト含む。） 

プロジェクトマネージャ 遠藤守（えんどうまもる） 

              サブマネージャ 中村富久（なかむらとみひさ） 

  ②ＨＴＶプロジェクト  プロジェクトマネージャ 虎野吉彦（とらのよしひこ） 

              サブマネージャ 小鑓幸雄（こやりゆきお） 

 

（９）その他 

 ①府省連携 

我が国の基幹ロケットとして、情報収集衛星（内閣官房）、運輸多目的衛星（国

土交通省、気象庁）といった、国の重要な衛星の打上げに大きく貢献している。

さらに、経済産業省などの次世代型無人宇宙実験システム（ＵＳＥＲＳ）といっ

た研究開発衛星の打上げにも貢献している。 

   

②産学連携 

Ｈ-ⅡＡロケットについては、国際競争力の確保を図るため、三菱重工業（株）

への技術移転を進めており、平成１９年度には、民間主体による初めての衛星打

上げ輸送サービスが行われる予定である。 

Ｈ-ⅡＢロケットについては、民間主体を重視した官民共同開発及び民間によ

る運用を前提として、民間も応分の負担を伴う体制となっている。 
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ＨＴＶについては、スペースシャトル引退後に高まるニーズに備え、着実な製

造体制を確保するため製造プライム化するとともに、Ｈ-ⅡＢと組み合わせた輸

送サービス提供業務について民間の活力を導入することも検討していく。 

 

③社会・国民への情報発信 

研究開発の成果や打上げの決定、実施結果等について、学会発表やプレス発表

等により適時公表している。また、インターネットやマスメディア等を通じ、ロ

ケット打上げのライブ映像を積極的に情報提供するなど、宇宙開発利用分野を中

心とする科学技術に対する国民の理解増進を図る活動を行っている。 

  

④人材育成への配慮 

宇宙輸送システムは、巨大システムを高い信頼性を持って運用する技術であり、

その開発、製造及び運用には、多くの研究者、技術者がかかわることにより、独

自の経験、知見を体得する。この取組が巨大システム技術を適切に遂行できる人

材の育成に資する。 

特に、研究開発プロジェクト事業を軸とするＪＡＸＡにおいては、職員のスキ

ルを向上させるために、Ｈ‐ⅡＡプロジェクトチーム以外の人材についても打上

げ作業に参画させ、システム技術・プロジェクト事業を体得させることにより、

将来の宇宙開発に向けた人材育成を行っている。 

また、我が国全体を俯瞰すると、２００７年には、ものづくりを支えてきた団

塊の世代が大量退職し、技術立国としての我が国の存立が危ぶまれる状況にある

中、「一発勝負のものづくり」としての宇宙輸送システムは、高いスキルを有す

るものづくり技術者を育成し維持し続けることに貢献すると期待される。 

多くの青少年にとって、ロケット（宇宙輸送システム）は宇宙活動の象徴たる

存在であり、無限の広がりを持つ宇宙に対する夢と希望の始まりである。将来あ

る青少年の育成にも大きな影響を有していることから、ＪＡＸＡは積極的に宇宙

教育を推進する組織として宇宙教育センターを昨年設置したところである。 

 

⑤安全・環境への配慮 

ロケットの打上げ時には、主務大臣の認可を受けＪＡＸＡが定めた「人工衛星

等打上げ基準」に基づき、宇宙開発委員会安全部会の安全評価を受け、打上げに

係る人命・財産の安全確保に努めている。 

 

２．文部科学省における考え方 

（１）計画の妥当性 

  ①研究開発の目標・期間・投入資金の妥当性 

研究開発の目標は、第３期科学技術基本計画、分野別推進戦略、我が国にお

ける宇宙開発利用の基本戦略、宇宙開発に関する長期的な計画等を踏まえて具

体的に設定している。目標の設定に当たっては、各プロジェクトの目標達成ま

での道筋を明確化するとともに、共通技術の使用にも配慮し、全体システムの

有効性及び効率性の観点を踏まえ設定している。また、Ｈ－ⅡＢロケット及び

ＨＴＶの開発計画については、国際宇宙ステーション計画の動向を踏まえたも
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のとすることに留意している。 

各プロジェクトの開発期間は、宇宙輸送システムの全体の目標に照らして、

その開発意義の有効性が認められる期間となっている。また、宇宙ステーショ

ン補給機（ＨＴＶ）については、その打上げロケットであるＨ-ⅡＢの開発ス

ケジュールと整合性を確保した開発スケジュールとなっている。 

投入資金については、これまでの研究開発の成果を有効に活用し、効率化に

努めている。例えばＨ-ⅡＢロケットの開発にあたっては、Ｈ-ⅡＡロケットの

基本技術（メインエンジン、固体ロケットブースター、アビオニクス等）を活

用しており、共通化による開発費の抑制に向けた努力をしている。 

しかしながら、従来、このような大規模な宇宙開発の技術開発を進めるに当

たっては、当初設計の見直しや外的要因による新たな資金負担が生じるなど、

当初計画に比べて投入資金が増大する傾向があった。特に、Ｈ－ⅡＢロケット

及びＨＴＶは、我が国が国際約束として参画しているＩＳＳ計画に関連が深い

ことから、ＮＡＳＡ等の海外状況による影響を受けやすい。また、ＨＴＶは我

が国にとって経験の乏しい有人宇宙技術に関わる技術開発であり、多くの技術

的リスクが存在している。このため、過去のプロジェクトにおけるコスト管理

の経験を踏まえ、文部科学省及びＪＡＸＡは、研究開発の意義・目標が損なわ

れないよう、投入資金を一層厳格に管理することとし、特に、ＪＡＸＡにおい

ては、フロントローディングの強化などによる計画立上げ時のコスト検討の精

度の向上や経営層のプロジェクト進捗管理の監視強化によって大きな変更が

必要と経営上判断された場合にプロジェクトのあり方を見直すなどといった

コスト管理を十分に行い、総開発費の縮減及び運用段階における経費の抑制に

向けた努力を継続的に実施していくこととしている。 

 

②評価・計画見直し等の実施時期・判断基準の妥当性 

宇宙開発委員会においては、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」を踏

まえ、評価に当たって基づくべき指針として「宇宙開発に関するプロジェクト

の評価指針」（平成１７年１０月３日）を策定している。本指針においては、

ＪＡＸＡが実施する重要な研究開発プロジェクトを対象とし、フェーズアップ

のための事前評価、大きな環境の変化が生じた場合の中間評価、及び実施フェ

ーズ終了時の事後評価を実施することが定められている。事前評価では研究開

発項目の重点化という視点を、中間評価では環境条件が大きく変わった場合の

プロジェクトの目標の妥当性及び進捗状況の確認という視点を、事後評価では

プロジェクト着手時に設定された目標の達成度という視点を重視して評価を

実施している。 

過去には、宇宙輸送システムに関して、平成１４年度にＨ－ⅡＡロケット標

準型試験機プロジェクトの事後評価、平成１５年度にＨ－ⅡＢロケットの中間

評価を実施している。Ｈ－ⅡＢロケットの中間評価では、平成１４年度に宇宙

開発委員会において「Ｈ－ⅡＢロケットは民間に主体性を持たせた官民共同開

発を行う」との考え方（つまり、環境の変化）が示されたことを受け、民間を

主体とした開発の進め方等について評価を実施している。 

ＪＡＸＡにおける評価についても、研究・開発・運用の各段階に、技術的な
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基準に基づき審査を実施している。 

また、文部科学省独立行政法人評価委員会においては、毎年度ＪＡＸＡの業

務実績の段階的評価を実施しており、中期目標・中期計画の進捗状況や年度計

画の達成状況についての評価視点は明確化されている。 

打上げ安全に関しては、宇宙開発委員会安全部会において「ロケットによる

人工衛星等の打上げに係る安全評価基準」（平成１６年１２月１３日）に基づ

き、ロケットの打上げ前に安全評価を実施している。平成１７年度には、「宇

宙ステーション補給機（ＨＴＶ）に係る安全評価のための基本指針」を策定し

ており、ＨＴＶの打上げ前には、本指針に基づく安全評価が実施される予定で

ある。 

 

（２）体制の妥当性 

  ①推進体制の妥当性 

文部科学省は、プロジェクト全体の実施状況の把握・管理、予算措置を担当

し、ＪＡＸＡは、実際のプロジェクトの計画の策定、実施を担当している。 

文部科学省においては、研究開発局長の下、宇宙開発利用課が中心となり、

宇宙関係課室と連携してプロジェクトを推進する体制が構築されている。 

ＪＡＸＡにおいて、宇宙輸送システムの開発は、理事長の下に宇宙基幹シス

テム本部及びＨＴＶ開発チームを設置しており、それぞれＨ－ⅡＡロケット

（Ｈ－ⅡＢロケットを含む）及びＨＴＶのプロジェクトマネージャを配置して、

明確な責任関係の下で研究開発を実施している。なお、ＨＴＶの開発にあたっ

ては、国際宇宙ステーション計画の動向を踏まえつつ推進する体制になってい

る。また、プロジェクトを支援するシステムエンジニアリング組織を設け、プ

ロジェクト間の横断的な取組みを推進するなど、ミッションサクセスに必要と

される緊密な連携を図っている。 

ＪＡＸＡと民間との役割・責任体制は、例えばＨ‐ⅡＢロケットでは、民間

は詳細設計を含め、ロケット全段のシステムインテグレーションを、ＪＡＸＡ

はシステムの基本設計や推進系の燃焼試験等の大きなリスクが存在する箇所

を担当するなど、技術的リスクの程度に応じた適切な官民の役割分担がなされ

ている。 

また、Ｈ‐ⅡＢロケットやＨＴＶの開発に当たっては、ＪＡＸＡと民間との

間ではプロジェクト調整会議を、民間各会社では取りまとめ会社（三菱重工業

（株））を中心に各社連絡会を設け、緊密な連携のもとにプロジェクトが推進

されている。 

 

②評価体制の妥当性 

宇宙開発委員会においては、政策決定者に対して政策選択に関する決定を行

うための基礎となる情報を提供するものとして、科学技術的、社会的及び経済

的観点から評価を実施している。平成１５年度のＨ－ⅡＢロケットの中間評価

においては、宇宙開発委員会が平成１４年度に取りまとめた報告書の「Ｈ－Ⅱ

Ｂロケットは民間に主体性を持たせた官民共同開発を行う」との環境の変化を

受け、開発の進め方について、その見直し計画の目標や効果、実施体制等を評
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価しており、評価体制は有効に機能している。 

ＪＡＸＡは、プロジェクトから独立した独立評価、プロジェクトの進捗に応

じたマイルストーン審査、技術専門家による特定の技術課題の評価等を実施し

ており、プロジェクト実施機関として円滑なプロジェクトの遂行に努めている

と認められる。 

また、文部科学省独立行政法人評価委員会の評価は、独立行政法人が担う業

務の公共性及び透明な業務運営の確保の観点から各年度の業務実績評価を行

っており、中期目標・中期計画の進捗状況や年度計画の達成状況についての評

価結果を、次年度以降の業務の事業計画に反映できる体制になっている。 

以上のとおり、宇宙輸送システムの評価は、それぞれの役割分担に基づき、

重層的に実施されている。また、評価には、多様な専門分野の有識者が参加し

ており、幅広い観点からの評価が可能となっている。そのため、有効的かつ効

率的に成果を導くことが期待できる。 

なお、打上げ時の安全に関しても、宇宙開発委員会安全部会において専門的

な見地から安全評価を実施しており、打上げに係る人命・財産の安全が確保で

きる体制となっている。さらに、ＨＴＶについては、有人宇宙施設である国際

宇宙ステーションに結合する宇宙輸送システムであることから、有人安全要求

を適用した設計とするとともに、ＪＡＸＡの安全審査のみならず、ＮＡＳＡの

安全審査や宇宙開発委員会による独自の安全評価を受けることになる。 

 

③マネージメント体制の妥当性 

宇宙輸送システムを一体的に運営するために、実施に当たっては、プロジェ

クト間の横断的な取り組みを重視し、実施体制における緊密な連携を推進して

いる。 

特に重要課題である信頼性の確保については、宇宙開発委員会の調査部会及

びＨ－ⅡＡロケット再点検専門委員会において、Ｈ－ⅡＡロケット６号機の打

上げ失敗の原因究明と今後の対策の審議、Ｈ－ⅡＡロケットの再点検への技術

的助言を実施し、Ｈ－ⅡＡロケット７号機の打上げ成功につなげている。 

ＪＡＸＡ全体の取組みとして、「長期ビジョン」をとりまとめるとともに、

内部において「Ｏｎｅ－ＪＡＸＡ」運動を行うなど、旧宇宙開発事業団（ＮＡ

ＳＤＡ）、旧宇宙科学研究所（ＩＳＡＳ）、旧航空宇宙研究所（ＮＡＬ）の３機

関の統合による総合力の発揮と効率化を目指している。また、平成１６年度に

理事長を本部長とした横断的組織である「信頼性改革本部」を設置し、組織を

挙げた技術課題の徹底的解明、プロジェクト点検活動、信頼性向上のための手

法研究と体系化等に取り組んでいる。更に、平成１７年１０月には、「チーフ

エンジニアオフィス」、「システムズエンジニアリング推進室」等を設置し、プ

ロジェクトのチェックアンドバランスの強化を進めており、プロジェクトを組

織的に支援する体制が構築されている。 

 

（３）運営の妥当性 

    Ｈ‐ⅡＡロケットは、設計の簡素化や製造作業・打上げ作業の効率化によっ

て、打上げコストをＨ－Ⅱロケットの半分近くに抑えるなど、世界的にも有数
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のコストパフォーマンスを実現しているとともに、重量の異なる衛星にあわせ、

４つの形態のロケットを選択できるなど、運用面でも柔軟に対応できるものと

なっている。 

 

 

なお、宇宙開発委員会の過去の主な評価は以下のとおり。 

   ①Ｈ－ⅡＡロケット 

「Ｈ－ⅡＡロケット標準型試験機プロジェクトの評価報告書」（平成１４年５

月１３日 宇宙開発委員会 計画・評価部会 Ｈ－ⅡＡロケット試験機評価小

委員会）において、Ｈ－ⅡＡ試験機プロジェクトの所期の目標は十分に達成さ

れたと判定している。 

   ②Ｈ－ⅡＢロケット 

「宇宙開発に関する重要な研究開発の評価結果（Ｈ－ⅡＡロケット輸送能力

向上）」（平成１５年８月２２日 宇宙開発委員会 計画・評価部会）において

は、Ｈ－ⅡＢロケットの開発を進めることは適切であると判断されたが、国際

宇宙ステーション計画との整合性等について指摘があった。 

   ③ＨＴＶ 

    「計画調整部会審議結果（宇宙ステーション補給システムの整備）」（平成８

年８月 宇宙開発委員会 計画調整部会）において、ＨＴＶの整備に着手する

ことは妥当であると判断された。 

 

  また、国家基幹技術としての「宇宙輸送システムの推進のあり方」について

は、平成１８年５月２４日の宇宙開発委員会「国家基幹技術としての『宇宙輸

送システム』の推進のあり方について（見解）」において、「宇宙開発委員会と

しては、宇宙輸送システムの推進の在り方については、これまでの宇宙開発委

員会の提言を踏まえた取組が行われており、全体としては妥当であると判断す

る。ただし、ＩＳＳ計画と関連が深いＨ－ⅡＢロケット及びＨＴＶのコスト管

理の強化及び管理階層の削減による組織の平坦化による責任と権限の明確化

に対する取組については、一層の努力が必要である。宇宙開発委員会としては、

これらについて今後も関心を持って見守ることとし、プロジェクトの進捗状況

について適時適切に報告を受けるとともに、必要に応じ、厳正な評価を行って

いくこととする。」とされている。 

 



「宇宙輸送システム」関連の主な提言等 
 

 

「第３期科学技術基本計画」（平成１８年３月 閣議決定） 

 
第2 章 科学技術の戦略的重点化 
 ３．分野別推進戦略の策定及び実施に当たり考慮すべき事項 

（３）戦略的重点科学技術に係る横断的な配慮事項 
 ③国家的な基幹技術として選定されるもの 

  本章２．（３）③に該当する科学技術に対しては、国家的な大規模プロジェクトとして基本計画

期間中に集中的に投資すべき基幹技術（「国家基幹技術」という。）として国家的な目標と長期戦
略を明確にして取り組むものであり、次世代スーパーコンピューティング技術、宇宙輸送システム

技術などが考えられる。 

 

 

「分野別推進戦略」（平成１８年３月 総合科学技術会議） 

 
Ⅷ フロンティア分野 
３．戦略重点科学技術 

（２）戦略重点科学技術の選定理由と技術の範囲 

 ① 信頼性の高い宇宙輸送システム 
我が国が必要な時に、独自に宇宙空間に必要な人工衛星等を打ち上げる能力を確保・維持するた

めの宇宙輸送システムは、我が国の総合的な安全保障や国際社会における我が国の自律性を維持す

る上で不可欠である。その信頼性の確立等のため、第３期計画期間中に集中投資する必要のある以
下の研究開発を推進する。 

○ Ｈ－ⅡＡロケットの開発・製作・打上げ 
（選定理由）我が国の基幹ロケットとして位置付けているＨ－ⅡＡロケットについて、今後も継

続的に打ち上げ、実績を積むことで世界水準を上回る信頼性を確立する必要がある。 

○ Ｈ－ⅡＢロケット（Ｈ－ⅡＡロケット能力向上型） 
（選定理由）我が国の基幹ロケット開発能力の維持、国際競争力の確保、及び2008 年度の宇宙ス

テーション補給機（ＨＴＶ）技術実証機打上げとその後の継続的な運用に向け、第３期計画期
間中にＨ－ⅡＢロケットの開発を集中的に進める必要がある。 

○ 宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ） 

（選定理由）日本の実験棟「きぼう」が打ち上がった後の国際宇宙ステーションへの物資補給に
関する我が国の責務を果たし、国際宇宙ステーションへの我が国独自の補給手段を確立するた

め、2008 年度の宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ）技術実証機打上げに向け、第３期期間中に

集中的にＨＴＶの開発を進める必要がある。 
 

（国家基幹技術）  
宇宙輸送システム 

我が国が必要な時に、独自に宇宙空間に必要な人工衛星等を打ち上げる能力を確保・維持するた

めの宇宙輸送システムは、我が国の総合的な安全保障や国際社会における我が国の自律性を維持す
る上で不可欠である。宇宙輸送システムは、巨大システム技術の統合であり、極めて高い信頼性を

もって製造・運用する技術が要求され、幅広い分野に波及効果をもたらすとともに、国が主導する
一貫した推進体制の下で進められている。また、世界最高水準のロケットエンジン技術の開発や国

際宇宙ステーションへの我が国独自の無人輸送機の開発を通じ、世界をリードする人材育成にも資

する長期・大規模プロジェクトである。 
さらに、総合科学技術会議は、「我が国における宇宙開発利用の基本戦略」においてＨ－ⅡＡロ

ケットシリーズを我が国の基幹ロケットとし、宇宙輸送システム技術を宇宙開発利用の基幹技術と

別添 
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して位置付けている。以上より、宇宙輸送システムを国家的な長期戦略の下に推進する国家基幹技

術として位置付ける。 
国家基幹技術としての宇宙輸送システムは、基幹ロケットであるＨ－ⅡＡロケットを中心とした

以下の技術等により構成される。 

○ Ｈ－ⅡＡロケットの開発・製作・打上げ 
○ Ｈ－ⅡＢロケット（Ｈ－ⅡＡロケット能力向上型） 

○ 宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ） 
 

 

「我が国における宇宙開発利用の基本戦略」（平成１６年９月 総合科学技術会議） 

 
２．宇宙開発利用の意義、目標及び方針 
(３)方針 

  我が国の国際的地位、存立基盤を確保するため、諸外国における宇宙開発利用の状況を踏まえつ

つ、我が国は人工衛星と宇宙輸送システムを必要な時に、独自に宇宙空間に打ち上げる能力を将来
にわたって維持することを、我が国の宇宙開発利用の基本方針とする。 

 
３．横断的推進戦略 

(１)基幹技術と重点化戦略 

 ②重点化戦略 
  宇宙開発利用の各分野において、まず基幹技術に識別されたものを最重点分野とする。 

   （別紙）宇宙開発利用の基幹技術 

技術名 内容 理由 

宇宙輸送シ 
ステム技術 

必要な時に、独自に宇宙空間に 
必要な人工衛星等を打ち上げ、 

あるいは回収する。 

・情報収集衛星や気象衛星等を打ち上げることは、 
我が国が自律性を維持するために必要。 

・高い信頼性を持って製造・運用する技術で、 

幅広く波及効果がある。 

 
(２）安全保障・危機管理 

我が国が必要な時に、独自に宇宙空間に必要な人工衛星などを打ち上げる能力を有することは我

が国の安全保障上、不可欠である。 
 

４．分野別推進戦略 
(２)輸送系 

①基幹ロケットのあり方 

(a)基幹ロケットの位置付け 
基幹ロケットとは、我が国が必要な時に、独自に宇宙空間に必要な人工衛星などを打ち上げる

能力を維持することに資するロケットである。 

基幹ロケットを用いて、国民生活の安心・安全に不可欠である情報収集衛星や気象衛星などを
我が国が独自に打ち上げる能力を保有することは、国際社会で我が国が自律性を維持するために

必要不可欠である。これは、科学技術創造立国を内外に強くアピールするものであり、国家的優
先度の高い技術として位置付けられる。さらに、基幹ロケットは、巨大システムを高い信頼性を

持って運用する技術で、幅広い分野に波及効果をもたらすものである。 

(b)基幹ロケットの維持方策 
基幹ロケットの維持に当たって最も肝要なことは、確実に打ち上げることのできる信頼性の高

いロケットを保有することである。そのために、輸送系に割り当てられた資源を可能な限り、信
頼性向上に重点化した上で、基盤技術の確立・強化に向けた長期戦略を立案する必要がある。（略） 

②ロケット開発・運用方針 

政府の人工衛星の打上げに国産ロケットを優先的に使用することを基本とする。また、我が国の
民間企業が人工衛星を打ち上げる場合にも、国産ロケットの使用を奨励する。 
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(a)Ｈ－ⅡＡロケット(基幹ロケット) 

今後想定される人工衛星などの打上げに対応するため、Ｈ－ⅡＡロケットシリーズを、再点検
の結果などを踏まえ、信頼性の確保を最重視した新方針のもとに確実な打上げを可能とする万全

の対策を講じた上で、改めて我が国の基幹ロケットとして明確に位置付け、適正に運用する。運

用により得られた知見も含め、基幹技術である宇宙輸送システム技術を維持するため、技術の高
度化と高信頼性化を着実に進める。 

Ｈ－ⅡＡロケット標準型については、今後一層の信頼性向上に努め、確実に民間へ移管する。 
Ｈ－ⅡＡロケット能力向上型については、我が国のロケット開発能力維持、国際宇宙ステーシ

ョンへの輸送手段としての宇宙ステーション補給機(ＨＴＶ)打上げに対応するとともに、国際競

争力を確保するため、その開発に取組む。なお、能力向上型の開発計画については、今後の国際
宇宙ステーション計画の動向も踏まえながら、適切に対処していく。開発は民間を主体とした官

民共同で行う。 
 

 

「宇宙開発に関する長期的な計画」 

（平成１５年９月 総務大臣・文部科学大臣・国土交通大臣） 

 
３．宇宙活動基盤の強化 

(２)宇宙輸送システム 

我が国の基幹ロケットであるＨ－ⅡＡロケット標準型については、世界の主要ロケットと比肩し
得る打上げ能力を獲得しており、今後、民間移管を行い、品質と信頼性の向上、コスト低減等を図

り国際競争力を確保し、定常的に運用する。 
ⅰ）当面の宇宙輸送需要に応えるロケット 

（将来展望） 

必要とされる輸送系の需要や経済性を考慮すれば、10～15 年先を見越しても、使い切り型ロケット
が宇宙輸送システムの根幹であると予測されることから、Ｈ－ⅡＡロケットを我が国の基幹輸送手段

として定常的に運用する。 

（略） 
また、国際宇宙ステーションの補給・運用に欠かせないＨＴＶの運用については、ＪＥＭへの補給

スケジュール及び輸送コストに整合した輸送システムが必要であり、このためにはＨ－ⅡＡロケット
の輸送能力向上が必要となる。 

衛星打上げ市場の動向としては、静止トランスファー軌道（ＧＴＯ）３～５トン程度の静止衛星が

主流であり、当面の衛星需要の増加は見込めないことから、種々のロケットが打上げ価格等の観点か
ら競合状態にある。また、諸外国ではロケットの大型化による複数衛星同時打上げによるコスト低減

も行っており、Ｈ－ⅡＡ標準型の技術との共通化を極力図った範囲での能力向上は、コスト低減・国
際競争力の強化の一つの選択肢となり得る。 

（略） 

（重点的に取り組むプログラム） 
①Ｈ－ⅡＡ標準型 

Ｈ－ⅡＡ標準型については、民間移管を平成17年度までに行い、信頼性の向上とコスト低減等を進

める。我が国として自律性確保に必要な宇宙輸送系に関する基幹技術を世界水準に維持するとともに、
部品等の基盤技術の維持・向上を図る。 

（略） 

②Ｈ－ⅡＡ能力向上 

民間の競争力強化及びＨＴＶの運用手段を確保するため、Ｈ－ⅡＡ標準型の能力向上については、

Ｈ－ⅡＡロケット標準型を維持発展した形態を基本に、技術的・経済的な観点からの評価を行い、開
発を行う。 

なお、開発に当たっては、民間移管されるＨ－ⅡＡ標準型の維持発展した形態であることや官民の

ミッション要求を考慮し、開発自体を効率的かつ経済的に行うため、システム仕様の決定等に民間の
関与をより多くし、民間の主体性・責任を重視した開発プロセスを採用することとする。 
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（略） 

 
(３)国際宇宙ステーション 

（略） 

我が国は、ＪＥＭ、国際宇宙ステーションに物資を輸送するＨＴＶ等により参加しており、国際約
束を果たす上でも、着実に推進する。 

（略） 
（重点的に取り組むプログラム） 

国際宇宙ステーション計画は、長い期間と多くの経費を要する計画であり、状況の変化に的確に対

応することが重要である。（略） 
また、ＨＴＶの開発・運用を通じて、将来の軌道間輸送や有人宇宙活動のための基盤となる技術を

蓄積する。 
 

 

 

「独立行政法人宇宙航空研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標（中期目標）」 

（平成１５年１０月 総務大臣・文部科学大臣・国土交通大臣） 

 
Ⅲ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１．自律的宇宙開発利用活動のための技術基盤維持・強化 
科学技術創造立国の実現を目指す我が国の国際的地位、存立基盤を確保するため、我が国が必要

なときに独自に必要な物資や機器を宇宙空間の所定の位置に展開できるよう、自律的宇宙開発利用
活動のための技術基盤を維持・強化する。 

（Ａ）宇宙輸送系 

（１）Ｈ-ⅡＡロケット 
我が国の自律的な宇宙開発利用活動の展開、今後の多様な打上げ計画への対応のため、Ｈ-ⅡＡ

標準型について、我が国の「基幹ロケット」として確実に運用するとともに、Ｈ-ⅡＡ標準型の信

頼性を向上する技術開発を実施し、平成17 年度までに技術を民間に移管する。 
民間移管後は、国として自律性確保に必要な基幹技術を世界最高水準に維持するとともに部品

等の基盤技術の維持・向上を図る。 
（３）Ｈ-ⅡＢロケット（Ｈ-ⅡＡロケット能力向上形態） 

民間の競争力強化及び宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ）の運用手段を確保するため、Ｈ-ⅡＡ

ロケット標準型の輸送能力を向上させる。開発にあたっては民間の主体性・責任を重視した開発
プロセスを採用する。 

（４）宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ） 
国際宇宙ステーション（ＩＳＳ）の運用の一環として、ＩＳＳへの物資の補給に対し、応分の

貢献を行うことを目的として、Ｈ-ⅡＢロケットにより物資の補給を行うために必要なシステムを

開発する。 
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